
北学機構IICがお届けするニュースレターです。
研究や人材育成の取り組み、行政・サービス機関、産業界からの最新情報を
わかりやすく皆様にお届けします。

――知財・情報フェア＆コンファレンスで
取組み紹介

北海道国立大学機構（北学機構）は、
2026年9月16日（水）から18日（金）
まで東京ビッグサイトで開催された
「2026 知財・情報フェア＆コンファレン
ス」に出展しました。

北学機構は、小樽商科大学、帯広畜産大
学、北見工業大学の3大学が持つ教育・
研究の強みを生かし、北海道の地域課題
の解決や産業の発展に貢献することを目
指しています。今回の出展では、3大学そ
れぞれの特色ある研究分野に加え、大学
の枠を越えて取り組む融合研究、そして、
そこから生まれる知的財産を社会につな
げていくための紹介をしました。

小樽商科大学は、経済・経営を中心とし
た社会科学の知見を、帯広畜産大学は、
食料・農畜産分野に関する専門的な研
究力を、北見工業大学は、工学・情報・技
術分野の研究力を有しています。これら

異なる専門性を掛け合わせることで、単
独の大学だけでは生み出すことが難しい
新たな研究・技術開発の可能性が広が
ります。

ブースでは、こうした3大学の強みを融合
した研究の事例や、研究成果を知的財産
として適切に保護し、企業や地域社会と
の連携を通じて社会実装につなげていく
ための取り組みを紹介しました。

大学の研究成果には、特許権の取得や
事業化につながる技術・アイデアが数多
く含まれています。これらを企業等との共
同研究や技術移転などにつなげることで、
研究成果を新たな製品・サービスや社会
的価値へと発展させることが期待されま
す。

――十勝型フードシステム形成プロジェ
クト

また、「十勝型フードシステム形成プロ
ジェクト」に関するパネルも展示しました。
十勝は、農業を基盤として、食品加工、流
通、販売、観光など、多様な産業がつな
がる食の一大集積地です。農畜産分野
の知見に加え、工学・情報技術、経済・経
営など、3大学それぞれの専門性を組み
合わせることで、食に関わるさまざまな課
題を総合的に捉え、新たな価値を生み出
す可能性があります。

十勝型フードシステムプロジェクトの紹介
を通じて、地域に根差した研究と、大学の

「2026 知財・情報フェア＆コンファレンス」に出展しました

専門知を組み合わせることの意義につい
ても発信しました。北海道が有する豊か
な一次産業や地域資源を、技術革新や
経営・マーケティングなどの知見と結び付
けることで、地域産業のさらなる発展につ
ながることが期待されます。

――来場者へのアピール

今回の出展では、企業の研究開発・知財
担当者をはじめ、大学・研究機関、知的
財産関係者など、さまざまな分野の方々
に本機構の取り組みを紹介することがで
きました。展示を通じて寄せられた質問や
意見からも、北海道国立大学機構が有す
る3大学の多様な研究力と、その融合に
よって生まれる新たな可能性への関心の
高さがうかがえました。

3大学の強みを「掛け合わせる」ことで、
新たな研究テーマや技術、そして知的財
産が生まれ、それを社会へつなげること
で、北海道の産業や地域の発展に貢献
する。今回の出展は、こうした北学機構の
取り組みを広く知っていただく貴重な機
会となりました。

北学機構では、今後も小樽商科大学、帯
広畜産大学、北見工業大学の連携・融合
をさらに進め、研究成果の知的財産化と
社会実装、産学官連携を推進していきま
す。3大学それぞれの強みを生かしながら、
北海道から新たな価値を創出し、地域社
会と産業の発展に貢献してまいります。
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大学の教職員を対象とした知財研修を実施しました

大学における研究成果は、論文として発
表されるだけでなく、新たな技術や製品、
サービスにつながる可能性を持っていま
す。一方で、その価値を社会につなげる
ためには、研究成果を適切な形で知的財
産として保護することが重要です。

研究成果を「どのように権利化するの
か」、「どこまで権利として守るのか」、
「どのように活用につなげるのか」。今回
の研修では、こうした研究成果の社会実
装に関わる知財の基本的な考え方につ
いて、企業、行政、大学という異なる立場
から知的財産を捉え、研究成果の権利化
と活用について考えました。

具体的には、特許出願において「どのよう

な明細書を書く必要があるのか」という
点に関し、研究成果の技術的な特徴をど
のように整理し、特許として保護する内容
に落とし込んでいくのかを考えました。

また、研究成果を学会発表や論文、展示
会などで公表する際に関係する「新規性
喪失の例外」についても取り上げ、制度
を利用できる場合であっても、出願の時
期や手続きについて十分な注意が必要
であることを確認しました。

さらに、特許権の「権利範囲」についても
取り上げました。特許は、単に研究成果そ
のものを登録するものではなく、将来の技
術利用や事業化なども見据えながら、ど
のような範囲を権利として確保するのか

北学機構では、研究成果を知的財産とし
て適切に保護し、社会で活用していくた
めの知財人材の育成に取り組んでいま
す。その一環として、大学の教職員を対象
とした研修「教職員が知っておきたい知
財のツボ～研究成果を活かすには～」を
実施しました。

続く



を考える必要があります。研究者が生み
出した技術を、企業との共同研究や技術
移転などを通じて社会へつなげていく上
でも、こうした視点は重要になります。

今回の研修は、研究成果を生み出し、そ
の成果を権利化して社会で活用していく
ために、教職員一人ひとりが知っておきた
い知識や考え方を学ぶ機会となりました。

北学機構では、小樽商科大学、帯広畜産
大学、北見工業大学のそれぞれが有する
研究分野や専門性を生かし、大学間の
融合研究や産学連携を進めています。そ
こから生まれる研究成果を社会につなげ
ていくためには、研究活動の早い段階か
ら知的財産を意識し、研究者と知財・産
学連携部門が連携して取り組むことが欠
かせません。

今後も、教職員の知財に関する理解を深
める機会を設けながら、研究成果の適切
な保護と活用を推進し、企業や地域社会
との連携を通じた社会実装につなげてい
きます。

北海道国立大学機構 産学官金連携統合情報センター（IIC）

AIで変わる発明、変わる知財――大学は研究成果をどう社会につなぐか

――AIと知的財産

「AIと知的財産」というと、生成AIが作っ
た文章や画像の著作権を思い浮かべる
方も多いかもしれません。しかし、AIと知
財をめぐる変化は、もっと広いところで進
んでいます。

特許庁の調査では、AI関連発明の日本
への特許出願件数は増加を続け、2023
年には約11,400件となりました。一方、
AI技術そのものに特徴がある「AIコア発
明」は約2,400件。注目したいのは、その
差です。AIそのものを開発する発明だけ
でなく、AIをさまざまな技術分野に応用
した発明が広がっています。特許庁の分
析では、画像処理・画像認識に加え、ビジ
ネスに適合した情報通信技術に関する
出願の増加も見られます※1。

つまり、AIは「AIを専門とする研究者だ
けの技術」ではなくなっています。

農業、食品、材料、製造、環境、サービス
――。それぞれの研究分野にAIが組み
込まれることで、新しい技術や研究成果
が生まれ、その成果が特許の対象となる
可能性も広がっています。

この変化に対応しているのは、研究現場
だけではありません。

特許庁では、AI関連発明について、最新
の技術知識や審査事例を共有する「AI
審査支援チーム」を設け、技術分野を越

えて審査官が連携しています。さらに
2024年には、外部有識者から技術的な
助言を受ける「AIアドバイザー」も新設さ
れました。AI関連発明を適切に審査する
ために、知財制度を運用する側も技術の
変化に対応しようとしています※２。

――大学ではどうなっているか？

大学の研究現場でも、AIを使って新しい
材料を探索する、膨大なデータから農作
物の生育条件を分析する、食品の品質を
予測するなど、AIを研究の道具として活
用する場面が増えています。

重要なのは、AIを使うこと自体ではなく、
AIを活用して生まれた研究成果をどう見
いだし、どう守り、どう社会につなげるかと
いう視点です。

例えば、AIによって多数の候補の中から
新しい技術的アイデアを見つけたとして
も、それだけで社会実装につながるわけ
ではありません。研究者による検証や改
良を経て、技術として確立し、その特徴を
適切に知的財産として保護する。そして、
その技術を必要とする企業や地域とつな
ぎ、製品やサービスなどの形で社会に届
ける。研究成果を「発明」で終わらせず、
「使われる技術」へと育てるプロセスが
必要です。

これは、大学と企業の関係にも変化を求
めるものといえます。

企業にとっては、大学の研究成果を早い
段階から知り、将来の事業や技術につな
がる可能性を研究者とともに見極めるこ
とが重要になります。一方、大学にとって
も、研究成果を論文や特許として外に出
すだけではなく、企業がどのような課題
を抱え、どのような技術を必要としている
のかを知ることが、社会実装への重要な
手がかりになります。

IIC News Letterでは、地域の課題を解決し、新たな価値を共創するための
情報を発信しています。
ご意見、ご要望もお待ちしています。お気軽にお問合せください。

北学機構には、小樽商科大学、帯広畜産
大学、北見工業大学という、それぞれ異な
る専門性を持つ3大学があります。経済・
経営、農畜産・食品、工学・情報。こうした
多様な知をAIによって組み合わせること
で、新しい研究テーマや技術が生まれる
可能性があります。

だからこそ、私たちはAIを「知財上の新
たな課題」としてだけ捉えるのではなく、
研究成果を生み出し、それを知的財産と
して守り、企業や地域とともに社会実装
へつなげるための新しい機会として捉え
たいと考えています。

――AI時代の研究開発と知財・産学連
携

AIによって研究開発の方法が変わる今、
大学の知財・産学連携も変わる必要があ
ります。

研究者、企業、知財専門家、そして大学。
それぞれが持つ知識や経験を持ち寄り、
AI時代に生まれる新しい研究成果をど
のように価値へ変えていくのか。

北学機構は、3大学の強みを生かしなが
ら、ステークホルダーの皆さまとともにそ
の答えを探し、北海道から新しい研究成
果の社会実装を生み出していきます。
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※１ 特許庁・AI関連発明の出願状況調査
https://www.jpo.go.jp/system/patent/
gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_chosa.
html

※2 AI関連発明に関する審査環境の整備に
ついて
https://www.jpo.go.jp/system/patent/
gaiyo/sesaku/ai/ai_shutsugan_seibi.ht
ml
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